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連結株主資本等変動計算書

〔 2024年10月１日から
2025年９月30日まで 〕

(単位：百万円)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 14,496 3,220 42,128 △2,877 56,967

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,930 △1,930

親会社株主に帰属する当期純利益 4,527 4,527

自己株式の取得 △1,000 △1,000

自己株式の処分 △14 104 89

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当期変動額合計 － △14 2,597 △896 1,686

当 期 末 残 高 14,496 3,205 44,726 △3,773 58,654

その他の包括利益累計額
新 株
予 約 権

純 資 産
合 計

そ の 他
有価証券
評価差額金

繰 延
ヘッジ
損 益

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る調
整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 734 33 4,174 △369 4,572 83 61,623

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,930

親会社株主に帰属する当期純利益 4,527

自己株式の取得 △1,000

自己株式の処分 89

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 209 1 3,628 108 3,948 △38 3,909

当期変動額合計 209 1 3,628 108 3,948 △38 5,595

当 期 末 残 高 944 35 7,802 △261 8,520 44 67,219

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況

連結子会社の数 30社

主要な連結子会社の名称

Hosokawa Micron International Inc.、Hosokawa Finance International

B.V.、Hosokawa Micron B.V.、Hosokawa Alpine Aktiengesellschaft

2024年10月１日を効力発生日として当社の完全子会社であるホソカワミクロ

ン化粧品株式会社を吸収合併しました。

２．持分法の適用に関する事項

(1)持分法を適用した関連会社の数 １社

(国内) ホソカワミクロンワグナー株式会社

(2)持分法を適用していない関連会社 ３社
(海外） SAPS Ltda.

Nexopart Verwaltungs GmbH
Nexopart GmbH & Co.KG

持分法を適用していない理由
持分法非適用の関連会社は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響額

が軽微であり、かつ全体としても重要性が乏しいため、持分法を適用してお

りません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、細川密克朗（上海）粉体机械有限公司の決算日は12月31

日であります。

連結計算書類の作成に当たっては連結決算日現在実施した仮決算に基づく計

算書類を使用しております。なお、その他の連結子会社の事業年度の末日は、

連結決算日と一致しております。
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４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定）

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法によっております。

②棚卸資産

〈製品・仕掛品〉主として個別法による原価法(貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により

算定しております。

〈原 材 料〉主として移動平均法による原価法(貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)に

より算定しております。

〈貯 蔵 品〉主として最終仕入原価法によっております。

③デリバティブ

時価法を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産(リース資産を除く)

1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）……定額法

2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物……定額法

上記以外の有形固定資産……主として定率法

ただし、当社の奈良工場、五條工場は定額法によっております。

連結子会社は定額法によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物 ２年～50年

機械装置及び運搬具 １年～36年

②無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、当社及び国内連結子会社は自社利用のソフトウエアについては、社

内における利用可能期間（主に５年）に基づく定額法を採用しております。

③リース資産
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所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

当社は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

IFRSまたは米国会計基準を適用している海外連結子会社については、IFRS

第16号「リース」及び米国会計基準 ASU2016-02「リース」を適用し、リー

スの借手は、原則としてすべてのリースを貸借対照表に資産及び負債として

計上しており、資産計上された使用権資産の減価償却方法は定額法によって

おります。

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸 倒 引 当 金…当社及び国内連結子会社については債権の貸倒による

損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に

回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。また、海外連結子会社については、個別に検討して

得た損失見込額を計上しております。

② 賞 与 引 当 金…当社及び国内連結子会社は、従業員に対して支給する

賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上して

おります。

③ 役員賞与引当金…当社及び国内連結子会社は、役員及び執行役員に対し

て支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

④ 製品保証引当金…当社の製品保証引当金は、製品の引渡後におけるクレ

ームにつき、当社負担により補修すべき費用に充てるた

め、当連結会計年度末に発生が予想されている顧客毎の

クレーム見積補修額と売上高に対するクレーム発生額の

過去の実績率を乗じて計算した額との多い方を計上して

おります。

海外連結子会社については、契約上の保証期間内の無

償修理費の支出に充てるため、見積補修額を計上してお

ります。

⑤ 株式給付引当金…株式交付規程に基づく、従業員への当社株式交付に備

えるため、当連結会計年度末における株式給付債務の見

込額に基づき計上しております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①重要なヘッジ会計の方法

＜ヘッジ会計の方法＞

繰延ヘッジ処理によっております。なお、当社の為替予約については、振

当処理の要件を満たす場合は振当処理を行っております。また、金利スワッ

プについては、特例処理の要件を満たす場合は特例処理を行っております。

＜ヘッジ手段とヘッジ対象＞

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約 外貨建金銭債権債務等

通貨スワップ 外貨建借入金

金利スワップ 借入金の利息

＜ヘッジ方針＞

当社の内部規程であるリスク管理方針に基づき、為替変動リスク及び金利

変動リスクをヘッジしております。

＜ヘッジ有効性評価の方法＞

為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当該取引とヘッジ対象と

なる資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するも

のであることが事前に想定されるため、有効性の判定を省略しております。

また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、有効性

の判定を省略しております。

②退職給付に係る会計処理の方法

＜退職給付見込額の期間帰属方法＞

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの

期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

＜数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法＞

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（主に13年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(13年)による定額法により費用処理しております。
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③重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、あらゆる産業分野を対象に粉体を取扱う機械・装置の販

売及びそのシステムエンジニアリングの提供を行っております。また、特定

の海外連結子会社においては、単層から多層の各種プラスチック高機能フィ

ルム製造装置の開発・製造・販売を行っております。このような機械・装置

の販売及びそのエンジニアリングの提供を一体の履行義務と識別しておりま

す。これらの履行義務については、多くの場合、顧客仕様の製造をしており

他に転用できないこと及び履行義務の完了した部分については対価を収受す

る権利を有していることから、一定の期間にわたり充足されると判断し、履

行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間

にわたり認識する方法で収益を認識しております。この進捗度の見積りは、

発生した原価の累計額が総原価に占める割合として算定されております。

なお、一時点で履行義務が充足される取引については、製品の引渡又は検

収時点において履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

取引の対価は、主として履行義務を充足してから１年以内に受領してお

り、重要な金融要素は含んでおりません。

④重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しております。なお、海外連結子会社の資産及び

負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期

中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調

整勘定及び非支配株主持分に含めております。

⑤のれんの償却方法及び償却期間

当社及び連結子会社は、連結子会社取得時に生じたのれんの償却方法は定

額法であり、償却期間は20年以内の合理的な期間として連結子会社ごとに決

定しています。
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５．会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。)等を当連結会計年度か

ら適用しております。

法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正について

は、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2022年10

月28日。)第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による当連結計算書類に与える影響はありません。

６．会計上の見積りに関する注記

一定の期間にわたり認識された収益 売上高 39,781百万円

当社グループは、あらゆる産業分野を対象に粉体を取扱う機械・装置の販売

及びそのシステムエンジニアリングの提供を行っております。また、特定の海

外連結子会社においては、単層から多層の各種プラスチック高機能フィルム製

造装置の開発・製造・販売を行っております。

当社は、このような機械・装置の販売及びそのエンジニアリングの提供を一

体の履行義務と識別し、これらの履行義務については、履行義務の充足に係る

進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法

で収益を認識しています。この進捗度の見積りは、発生した原価の累計額が総

原価に占める割合として算定されております。

総原価の見積りにおいては、作業内容を顧客からの指図に基づく仕様等を元

に特定・網羅の上、適切な原価を算定し、また、受注後の状況の変化に応じて

適時に見積りの見直しを実施しております。

しかしながら、案件ごとの個別性が強く、顧客から要求される高度な技術及

び品質への対応、原材料価格の変動、下請け業者への発注など、総原価の見積

りは、製品に対する専門的な知識と経験を有する原価管理部門の責任者による

一定の仮定と判断を伴い不確実性を伴うものとなります。総原価の見積りの前

提とした仮定に変更が生じた場合には、翌連結会計年度の損益に影響を与える

可能性があります。
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７．追加情報

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

当社は、2022年８月10日の取締役会決議に基づき、当社従業員（以下「従

業員」という。）に対する福利厚生制度を拡充させるとともに、従業員の帰属

意識を醸成し、経営参画意識を持たせ、さらに当社業績や株価上昇への意識

を高めることにより、当社の中長期的な企業価値向上を図ることを目的とし

て、従業員向けインセンティブ・プラン（従業員向け株式交付信託（RS信

託））を導入しております。

(1)取引の概要

本制度は、当社が設定する信託の受託者が、当社が信託する金銭を原資と

して当社の普通株式（以下「当社株式」という。）の取得を行ったうえで、当

社が付与するポイントに応じた数の当社株式を従業員に交付する、というイ

ンセンティブ・プランです。当該ポイントは、当社取締役会が定める株式交

付規程に従って、従業員の職位・勤続年数等に応じて付与されるものであり、

各従業員に交付される当社株式の数は、付与されるポイント数により定まり

ます。また、交付される当社株式については、当社と各従業員との間で譲渡

制限契約を締結することにより、退職までの譲渡制限を付すものとします。

(2)信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除

く。）により、純資産の部に自己株式として計上しております。当連結会計

年度末における当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、122百万円及び

44,600株であります。

(3)総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

該当事項はありません。
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連結貸借対照表に関する注記

１．減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２.「受取手形、売掛金及び契約資産」のうち、顧客との契約から生じた債権及び契

約資産の金額、並びに契約負債の金額は、連結注記表「収益認識に関する注記３

(1) 契約資産及び契約負債の残高等」に記載しております。

連結損益計算書に関する注記

１．顧客との契約から生じる収益

売上高については、すべて顧客との契約から生じる収益の金額であり、顧客と

の契約から生じる収益以外の収益は含まれておりません。顧客との契約から生じ

る収益の金額は、連結注記表「収益認識に関する注記 １．顧客との契約から生じ

る収益を分解した情報」に記載しております。

２．売上原価に含まれる通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による

簿価切下額

722百万円

３．減損損失に関する事項

減損損失

当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

場所 用途 種類 金額

Hosokawa solids solutions

GmbH(ドイツ)

建屋
車両およ
び運搬具

リース資産 237百万円

Hosokawa Custom Processing

Services,LLC
工場 建物 167百万円

当社及び連結子会社は、資産のグルーピングにおいて、事業用資産については事

業の種類別毎に、賃貸資産、処分予定資産について物件毎にグルーピングしており

ます。

当社の連結子会社Hosokawa solids solutions GmbH(ドイツ)において、営業から

生じる収益にマイナスが続き、短期的な業績の改善が見込まれないとの判断にいた

ったため、減損の兆候を識別し、対象となる資産について減損の判定を行いまし

た。その結果、対象資産の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失として特別損失に計上しております。なお回収可能価額は正味売却価額により
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測定しており、その算定は収益還元法を採用しております。

当社の連結子会社Hosokawa Custom Processing Services,LLC(米国)において、

市況の悪化により営業から生じる収益がマイナスで短期間な業績の改善が見込まれ

ないとの判断に至ったため、減損の兆候を識別し、対象となる資産について減損の

判定をおこないました。その結果、建屋の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失として計上しております。なお回収可能価額は正味売却価額に

より測定しており、市場価格により算定しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項
(単位：株)

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計
年度期首株式数

当 連 結 会 計
年度増加株式数

当 連 結 会 計
年度減少株式数

当 連 結 会 計
年 度 末 株 式 数

普 通 株 式 15,730,538 － － 15,730,538

２．自己株式の種類及び株式数に関する事項
(単位：株)

株 式 の 種 類
当 連 結 会 計
年度期首株式数

当 連 結 会 計
年度増加株式数

当 連 結 会 計
年度減少株式数

当 連 結 会 計
年 度 末 株 式 数

普 通 株 式 946,096 183,474 35,020 1,094,550

（注）１ 普通株式の自己株式に係る株式数の増加は、取締役会決議に基づく自己

株式取得による増加177,400株、単元未満株式の買取りによる増加274株、

譲渡制限株式の無償取得5,800株であります。

２ 普通株式の自己株式に係る株式数の減少は、ストック・オプション行使

20,220株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分7,800株、「従業員

向け株式交付信託」への対象者に対しての交付7,000株であります。

３ 当連結会計年度末株式数には、「従業員向け株式交付信託」が保有する

当社株式44,600株が含まれております。

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基 準 日 効力発生日

2024年12月17日定時株主総会 普 通 株 式 1,038 70.00 2024年９月30日 2024年12月18日

2025年５月９日取締役会 普 通 株 式 891 60.00 2025年３月31日 2025年６月13日

（注）2024年12月17日定時株主総会による配当金の総額には、「従業員向け株式交

付信託」が保有する当社株式51,600株に対する配当金３百万円が含まれてお

ります。

2025年５月９日取締役会による配当金の総額には、「従業員向け株式交付信

託」が保有する当社株式44,600株に対する配当金２百万円が含まれておりま

す。
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(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会

計年度となるもの
決 議
(予 定)

株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基 準 日 効力発生日

2025年12月18日定時株主総会 普 通 株 式 利益剰余金 880 60.00 2025年９月30日 2025年12月19日

（注）2025年12月18日定時株主総会による配当金の総額には、「従業員向け株式交

付信託」が保有する当社株式44,600株に対する配当金２百万円が含まれてお

ります。

４．当連結会計年度末の新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除

く)の目的となる株式の種類及び数

新株予約権の内訳 目的となる株式の種類 目的となる株式の数

第１回2012年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 3,800株

第２回2013年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 2,680株

第３回2014年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 2,160株

第４回2015年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 2,360株

第５回2016年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 2,600株

第６回2017年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 2,120株

第７回2018年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 1,560株

第８回2019年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 3,100株

第９回2020年度分株式報酬型ス
トック・オプション

普通株式 4,080株
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、一時的な余剰資金は安全性の高い預金等に限定し、また、

短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。デリバティブは、後述

するリスク回避のために利用しており、投機的な取引は行わない方針でありま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに

晒されております。有価証券及び投資有価証券は、主に業務上の関係を有する

企業の株式等であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日

であります。

借入金は、短期的な運転資金及び設備投資に係る資金調達であります。この

うち一部は変動金利であるため、金利の変動リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建営業債権債務に係る為替の変動リスクに対する

ヘッジを目的とした為替予約取引、外貨建借入金に係る為替の変動リスクに対

するヘッジ取引を目的とした通貨スワップ取引及び長期借入金に係る金利変動

リスクのヘッジを目的とした金利スワップ取引であります。なお、ヘッジ会計

に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等

については、前述の「４．会計方針に関する事項(4)その他連結計算書類の作

成のための基本となる重要な事項 ①重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さ

い。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

与信管理規程に従い、営業債権について、取引先ごとに期日及び残高管理と

ともに、財務状況等の悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

満期保有目的の債券は、格付の高い債券を対象としているため、信用リスク

は僅少であります。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関のみに

限定しているため、信用リスクは僅少であります。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建営業債権債務について、為替の変動リスクに対して、原則として為替

予約取引を利用してヘッジしております。

当社は、長期借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利ス

ワップ取引を利用しております。

デリバティブ取引は取締役会で定められた社内管理規程に従い、経理部で取

引の実行及び管理を行っております。なお、社債の発行、多額の借入金等は、

取締役会の専決事項であります。
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投資有価証券については、定期的に時価や発行体企業の財務状況等を把握

し、取引先企業等との関係を勘案して保有状況を継続的に見直すとともに、取

締役会に報告しております。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払を実行できなくなるリスク）

の管理

経理部が適時に資金繰り計画を作成する等、流動性リスクを管理しておりま

す。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に

は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変

動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該

価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項

2025年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりであります。
(単位：百万円)

連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 投資有価証券 2,213 2,213 －

資産計 2,213 2,213 －

(1) 長期借入金(*2) 1,286 1,247 △38

負債計 1,286 1,247 △38

デリバティブ取引(*3) 221 221 －

(*1) 「現金及び預金」「受取手形及び売掛金」「支払手形及び買掛金」「電子記録債

権」及び「電子記録債務」については、現金であること、及び短期間で決済

されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略して

おります。

(*2) １年内返済予定の長期借入金については長期借入金に含めて記載しておりま

す。

(*3) デリバティブ取引によって生じた正味の債権は純額で表示しており、合計で

正味の債務となる項目においては△で示しております。

(*4) 市場価格のない株式等は、「投資有価証券」には含まれておりません。当該金

融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

区分 連結貸借対照表計上額 (百万円)

非上場株式等 734
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３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じ

て、以下の３つのレベルに分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場にお

いて形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関

する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のイン

プット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時

価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時

価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それ

らのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最

も低いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2025年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 2,213 － － 2,213

デリバティブ取引

通貨関連 － 221 － 221

資産計 2,213 221 － 2,434

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2025年９月30日）

区分
時価（百万円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 1,247 － 1,247

負債計 － 1,247 － 1,247
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（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

上場株式は、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ

れているため、その時価をレベル１に分類しております。

デリバティブ取引

金利スワップ及び為替予約の時価は、金利や為替レート等の観察可能なインプット

を用いて割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

長期借入金

元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現

在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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収益認識に関する注記

１.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：百万円）

報告セグメント
合計

粉体関連事業
プラスチック
薄膜関連事業

地域別

日本 14,588 － 14,588

米州 6,101 10,278 16,379

欧州 23,986 6,701 30,687

アジア・その他 13,940 2,397 16,338

顧客との契約から生じる収益 58,617 19,377 77,994

外部顧客への売上高 58,617 19,377 77,994

収益認識の時期

一時点で移転される財又はサー
ビス

27,202 11,010 38,213

一定期間にわたり移転する財又
はサービス

31,415 8,366 39,781

顧客との契約から生じる収益 58,617 19,377 77,994

外部顧客への売上高 58,617 19,377 77,994

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「（連結計算書類作成のための基本と

なる重要な事項） ４ 会計方針に関する事項 (4) その他連結計算書類の作成の

ための基本となる重要な事項 ③重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおり

です。

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フロ

ーとの関係並びに当連結会計年度末において存在する顧客との契約から翌連結会

計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 契約資産及び契約負債の残高等
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当連結会計年度における契約から生じた債権、契約資産及び契約負債の期首

及び期末残高は下記のとおりです。なお、連結貸借対照表上、顧客との契約か

ら生じた契約資産は、「受取手形、売掛金及び契約資産」、「電子記録債権」に

含めております。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含ま

れていた額は、7,177百万円であります。契約資産は、主に顧客仕様の機器等

の製造において進捗度の測定に基づいて認識した売上収益に係る未請求売掛金

であり、対価に対する当社グループの権利が無条件になった時点で顧客との契

約から生じた債権へ振替えます。契約負債は、主に顧客からの前受金に関連す

るものであり、収益の認識に伴い取り崩されます。当連結会計年度の契約資産

の増減は、主として収益認識（契約資産の増加）と、営業債権への振替（同、

減少）により生じたものであり、契約負債の増減は、主として前受金の受取り

（契約負債の増加）と収益認識（同、減少）により生じたものであります。

また、当連結会計年度において、過去の期間に充足（または部分的に充足）

した履行義務から認識した収益の額に重要性はありません。

（単位：百万円）

当連結会計年度

期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権

売掛金 14,980 13,461

受取手形 139 45

電子記録債権 1,240 898

契約資産 6,329 5,103

契約負債 8,584 9,867

(2) 残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額は44,206百万円です。当該履行義務

は粉体関連事業、プラスチック薄膜関連事業における機器、工事契約及び試運

転等にかかるものであり、概ね95％は１年以内、残り約５％は１年超２年以内

に売上として認識されると見込まれます。また、顧客との契約から生じる対価

の中に、取引価格に含まれていない重要な変動対価の額等はありません。
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１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 4,589円71銭

１株当たり当期純利益 306円09銭

（注) 当社は、「従業員向け株式交付信託」を導入しております。株主資本におい

て自己株式として計上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり純

資産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めており、1

株当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己

株式に含めております。１株当たり当期純利益の算定上、控除した自己株式

の期中平均株式数は、45,597株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除

した自己株式の期末株式数は、当連結会計年度において44,600株でありま

す。
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株主資本等変動計算書

〔 2024年10月１日から
2025年９月30日まで 〕

(単位：百万円)
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 14,496 3,206 13 3,220 417 10,058 10,475

当 期 変 動 額

剰余金の配当 △1,930 △1,930

利益準備金の積立 89 △89 －

資本準備金からその他資本剰余金への振替 △3,000 3,000 －

当 期 純 利 益 3,686 3,686

自己株式の取得

自己株式の処分 △14 △14

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 － △3,000 2,985 △14 89 1,666 1,755

当 期 末 残 高 14,496 206 2,998 3,205 506 11,725 12,231

株 主 資 本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計
その他有価証券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △2,877 25,314 734 △0 734 83 26,132

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,930 △1,930

利益準備金の積立 － －

資本準備金からその他資本剰余金への振替 － －

当 期 純 利 益 3,686 3,686

自己株式の取得 △1,000 △1,000 △1,000

自己株式の処分 104 89 89

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

209 1 210 △38 172

当期変動額合計 △896 844 209 1 210 △38 1,017

当 期 末 残 高 △3,773 26,159 944 0 944 44 27,149

(注) 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は主として移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法によっておりま

す。

(2) 棚卸資産

〈製品・仕掛品〉 個別法による原価法(貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定

しております。

〈原 材 料〉 移動平均法による原価法(貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により

算定しております。

〈貯 蔵 品〉 最終仕入原価法により算定しております。

(3) デリバティブ

時価法を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備は除く）……定額法

2016年４月２日以降取得の建物附属設備及び構築物……定額法

上記以外の有形固定資産……主として定率法

ただし、当社の奈良工場、五條工場は定額法によっております。

主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３年～38年

機械装置 ２年～17年
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(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しております。

(3) リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

当社は、自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用

しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。

(3) 役員賞与引当金

役員及び執行役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

(4) 製品保証引当金

製品の引渡後におけるクレームにつき、当社の負担により補修すべき費用

に充てるため、当事業年度末に発生が予想されている顧客毎のクレーム見積

補修額と売上高に対するクレーム発生額の過去の実績率を乗じて計算した額

との多い方を計上しております。

(5) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見

込額に基づき計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に

帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数(13年)による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理しております。

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(13年)による定額法により費用処理しております。
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(6) 株式給付引当金

株式交付規程に基づく、従業員への当社株式交付に備えるため、当事業年度

末における株式給付債務の見込額に基づき計上しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) ヘッジ会計の方法

＜ヘッジ会計の方法＞

繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている

為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワッ

プについては特例処理によっております。

＜ヘッジ手段とヘッジ対象＞

(ヘッジ手段） (ヘッジ対象)

為替予約 外貨建金銭債権債務等

通貨スワップ 外貨建借入金

金利スワップ 借入金の利息

＜ヘッジ方針＞

当社の内部規程であるリスク管理方針に基づき、金利変動リスク及び為替

変動リスクをヘッジしております。

＜ヘッジ有効性評価の方法＞

為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当該取引とヘッジ対象と

なる資産・負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始

時及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を相殺するも

のであることが事前に想定されるため、有効性の判定を省略しております。

また、特例処理の要件を満たしている金利スワップ取引については、有効性

の判定を省略しております。

(2) 退職給付に係る会計処理の方法

退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処

理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と異なっており

ます。

(3) 収益及び費用の計上基準

当社は、あらゆる産業分野を対象に粉体を取扱う機械・装置の販売及びそ

のシステムエンジニアリングの提供を行っております。このような機械・装

置の販売及びそのエンジニアリングの提供を一体の履行義務と識別しており

ます。これらの履行義務については、多くの場合、顧客仕様の製造をしてお

り他に転用できないこと及び履行義務の完了した部分については対価を収受

する権利を有していることから、一定の期間にわたり充足されると判断し、
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履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期

間にわたり認識する方法で収益を認識しております。この進捗度の見積り

は、発生した原価の累計額が総原価に占める割合として算定されておりま

す。

なお、一時点で履行義務が充足される取引については、製品の引渡又は検

収時点において履行義務が充足されると判断し、収益を認識しております。

取引の対価は、主として履行義務を充足してから１年以内に受領してお

り、重要な金融要素は含んでおりません。

５. 会計方針の変更に関する注記

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」(企業会計基準第27号

2022年10月28日。以下「2022年改正会計基準」という。)等を当会計年度から適

用しております。

法人税等の計上区分(その他の包括利益に対する課税)に関する改正について

は、2022年改正会計基準第20-3項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税

効果会計に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第28号 2022年10

月28日。)第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。

なお、当該会計方針の変更による計算書類に与える影響はありません。

６. 会計上の見積りに関する注記

一定の期間にわたり認識された収益 売上高 9,774百万円

当社は、あらゆる産業分野を対象に粉体を取扱う機械・装置の販売及びその

システムエンジニアリングの提供を行っております。

当社はこのような機械・装置の販売及びそのエンジニアリングの提供を一体

の履行義務と識別し、これらの履行義務については、履行義務の充足に係る進

捗度を見積り、当該進捗度に基づき収益を一定の期間にわたり認識する方法で

収益を認識しています。この進捗度の見積りは発生した原価の累計額が総原価

に占める割合として算定されております。

総原価の見積りにおいては、作業内容を顧客からの指図に基づく仕様等を元

に特定・網羅の上、適切な原価を算定し、また、受注後の状況の変化に応じて

適時に見積りの見直しを実施しております。

しかしながら、案件ごとの個別性が強く、顧客から要求される高度な技術及

び品質への対応、原材料価格の変動、下請け業者への発注など、総原価の見積

りは、製品に対する専門的な知識と経験を有する原価管理部門の責任者による

一定の仮定と判断を伴い不確実性を伴うものとなります。総原価の見積りの前
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提とした仮定に変更が生じた場合には、翌事業年度の損益に影響を与える可能

性があります。

７. 追加情報

(従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引)

連結注記表「７.追加情報」に同一の内容を記載しているため、注記を省略

しております。
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貸借対照表に関する注記

１．減価償却累計額には減損損失累計額が含まれております。

２．保証債務

関係会社に対し次のとおり債務保証または契約履行保証を行っております。

Hosokawa Micron International Inc． 14 百万円

Hosokawa Alpine Aktiengesellschaft 77 百万円

計 92 百万円

３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 73 百万円

長期金銭債権 146 百万円

短期金銭債務 86 百万円

長期金銭債務 1,050 百万円
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損益計算書に関する注記

１. 関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 300百万円

仕入高 303百万円

販売費及び一般管理費 228百万円

営業取引以外の取引高 1,515百万円

２．固定資産除売却損の内訳

建物 2百万円

機械及び装置 1百万円

工具、器具及び備品 0百万円

その他 0百万円

計 3百万円

株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項 (単位：株)

株 式 の 種 類
当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 946,096 183,474 35,020 1,094,550

（注）１ 普通株式の自己株式に係る株式数の増加は、取締役会決議に基づく自己

株式取得による増加177,400株、単元未満株式の買取りによる増加274株、

譲渡制限株式の無償取得5,800株であります。

２ 普通株式の自己株式に係る株式数の減少は、ストック・オプション行使

20,220株、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分7,800株、「従業員

向け株式交付信託」への対象者に対しての交付7,000株であります。

３ 当事業年度末株式数には、「従業員向け株式交付信託」が保有する当社株

式44,600株が含まれております。
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税効果会計に関する注記

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金 586 百万円

賞与引当金 216 百万円

未払事業税 38 百万円

製品保証引当金 10 百万円

役員賞与引当金 20 百万円

株式給付引当金 114 百万円

システム開発に伴う損失 29 百万円

その他 229 百万円

繰延税金資産小計 1,244 百万円

評価性引当額 △828 百万円

繰延税金資産合計 416 百万円

繰延税金負債

税務上の収益認識差額 △3 百万円

資産除去債務に対応する除去費用 △16 百万円

その他有価証券評価差額金 △418 百万円

信託報酬費用 △1 百万円

繰延ヘッジ損益 △0 百万円

繰延税金負債合計 △439 百万円

繰延税金負債の純額（△） △23 百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の原因とな

った主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.0％

住民税均等割等 0.3％

受取配当金 △8.9％

試験研究費の税額控除 △0.4％

所得税額控除 △0.2％

子会社合併による繰越欠損金の引継ぎ △0.7％

評価性引当額の増減 △0.5％

その他 △0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 20.9％
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産および繰延税金負債の金額の修正

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31

日に国会で成立したことに伴い、2026年10月１日以後開始する事業年度より、

「防衛特別法人税」の課税が行われることになりました。これに伴い、2026年

10月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に係る繰延税金

資産および繰延税金負債については、法定実効税率を30.62％から31.52％に変

更し計算しております。

この変更により、当事業年度の繰延税金負債の金額(繰延税金資産の金額を

控除した金額)は11百万円増加し、法人税等調整額が０百万円、その他有価証

券評価差額金が11百万円それぞれ減少しております。
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関連当事者との取引に関する注記

子会社
(単位：百万円)

属 性 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容
取 引
金 額

科 目
期 末
残 高

子会社

Hosokawa
Micron
International
Inc.

所有
直接100％

金銭消費貸

借取引

役員の兼務

利息の支払
(注）１

16
長期借入金
(注）１

392

子会社
Hosokawa
Alpine
American Inc.

所有
間接100％

金銭消費貸
借取引

利息の支払
(注）１

28
長期借入金
(注）１

657

１ 取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めており

ます。

２ 取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1 金銭消費貸借契約に基づく長期借入金の取引条件は、市場実勢金利を勘案して

決定しております。

収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結計算書類 連結注記表「収益認識に関する注記」に同一の内容を記載してい
るため、注記を省略しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,851円92銭

１株当たり当期純利益 249円20銭

（注)当社は、「従業員向け株式交付信託」を導入しております。株主資本において

自己株式として計上されている信託に残存する当社株式は、１株当たり純資

産額の算定上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めており、1株

当たり当期純利益の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株

式に含めております。１株当たり当期純利益の算定上、控除した自己株式の

期中平均株式数は、45,597株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除し

た自己株式の期末株式数は、当事業年度末において44,600株であります。
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